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本日のご説明内容
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１．被害の概要
２．令和６年能登半島地震における対応
２．① 令和６年能登半島地震における対応タイムライン
２．② 初動対応について

３．水産業関係 復旧・復興支援の取組
３．① 漁港の復旧・復興の基本的な考え方
３．② 令和６年能登半島地震における漁港復旧に向けた国の積極的支援
３．③ 漁業地域復旧・復興対策緊急調査事業の支援の流れと内容
３．④ 国代行による災害復旧（大規模災害復興法に基づく代行工事）
３．⑤ 能登半島地震対策の実施に係る体制の強化
３．⑥ 漁業者による漁場環境調査等の取組支援 （漁場復旧対策支援事業）

４．漁港の復旧・復興に向けて
４．① 漁港の復旧・復興計画の検討体制
４．② 水産庁技術検討会の結果のとりまとめ

５．予算措置状況（漁港・漁場・漁村関係）
６．能登半島地震を踏まえた今後の対応
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１．被害の概要



１．被害の概要

発生時刻:２０２４年１月１日１６時１０分

震源場所:石川県能登地方
（北緯３７．５度、東経１３７．３度）

規 模:マグニチュード７．６（暫定値）震

源の深さ:約１６km（暫定値）

発震機構:北西-南東方向に圧力軸を持つ逆断層型各

地の主な震度:
震度７ 志賀町、輪島市
震度６強 七尾市、珠洲市、穴水町、能登町

震度６弱 中能登町、⾧岡市

地震調査研究推進本部HP（https://www.jishin.go.jp/resource/terms/tm_fault/）

気象庁震度データベース（https://www.data.jma.go.jp/svd/eqdb/data/shindo/index.html#20240101161022）

震度５強 金沢市、小松市、加賀町、羽咋市、かほく市、能美町、宝達志水町、
新潟市、三条市、柏崎市、燕市、糸魚川市、妙高市、上越市、佐渡
市、南魚沼市、阿賀町、刈羽村、富山市、高岡市、氷見市、あわら市
など

令和６年能登半島地震の概要
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国土地理院:「だいち2号」観測データの解析による地殻変動（https://www.gsi.go.jp/uchusokuchi/20240101noto_insar.html）

１．被害の概要
令和６年能登半島地震による地殻変動（陸域観測技術衛星）
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【漁港】
確認された主な被害情報県名

・県管理（８漁港）
７漁港で防波堤、岸壁、物揚場、臨港道路

損傷
・市町管理（61漁港）
53漁港で防波堤、岸壁、物揚場、臨港道路

損傷
※ 鹿磯漁港ほか、輪島市から珠洲市の外浦

海域を中心とした漁港では、地盤隆起に
より海底が露出

・漁業集落排水施設（13件）
・海岸漂着物（６海岸）

石川県

・両津漁港、小木漁港、能生漁港で臨港道路の
破損等の被害新潟県

・10漁港で岸壁、護岸の沈下、臨港道路の破損
等の被害富山県

【漁船】

【共同利用施設】
確認された主な被害情報県名

・3４か所で断水、浸水、冷凍冷蔵施設・
選別機・倉庫の損壊等

石川県
(3４か所)

・荷さばき所の液状化、漁船巻き上げ機の
浸水、加工場のシャッター破損等

新潟県
(７施設)

・給油施設の建屋及び燃油タンクの傾き、
製氷貯氷庫の損傷、種苗生産施設の損傷等

富山県
(54施設)

確認された主な被害情報県名

・岩のり着底基質、漁協が維持管理する漁港
施設の損傷等

石川県
(75施設)

【漁業用施設】

（令和６年８月23日現在）

確認された主な被害情報県名
・転覆・沈没52隻以上
・座礁68隻以上
・一部損壊176隻以上
・流出44隻以上

石川県

・17隻が横転、破損等新潟県
・沈没３隻、破損５隻富山県
・プロペラ破損１隻福井県

地盤隆起した鹿磯漁港 物揚場が傾倒した石崎漁港

１．被害の概要
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国土地理院提供
漁業集落排水施設（能登町比那地区）

共同利用施設（輪島市輪島港）

漁港施設（輪島市鹿磯漁港）

１．被害の概要
水産関係施設の被害状況

共同利用施設（輪島市輪島港）

海岸保全施設（能登町白丸漁港海岸）

漁港施設（輪島市黒島漁港）
国土地理院提供

漁港施設（輪島市黒島漁港）

海岸保全施設（珠洲市鵜飼漁港海岸）

漁業用施設（北部珠洲地区）
岩のり漁場 給油施設
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２．令和６年能登半島地震における対応



２．①令和６年能登半島地震における対応タイムライン

党や国会の動き農林水産省・水産庁政府全体

・（衆）（参）災害対策特別委員会

・各党
地震災害対策本部の開催

１月15日
大日本水産会
能登半島地震対策本部要請
（水産業再生復興緊急要請）

４月８日
石川県知事要請（大臣面会）

１月１日
16:11 農林水産省情報連絡室設置
17:30 農林水産省災害対策本部へ改組
17:33 迅速な被害状況の把握等について大臣指示
17:38 水産庁災害情報連絡会議を開催
21:30 農林水産省緊急自然災害対策本部開催

（６月６日までに計23回開催）
１月５日 水産庁から石川県にMAFF-SAT２名派遣

（以降５月31日までに169人・日を派遣）
１月７～14日 漁業取締船を活用し、地元漁業者の協力

を得て、珠洲市蛸島漁港に支援物資を輸送（４回）

１月１日
16:11 官邸対策室設置
16:15 総理指示
16:22 大津波警報発表（石川県能登）
17:30 特定災害対策本部設置
22:40 非常災害対策本部に格上げ
23:22 非常災害現地対策本部設置
１月２日
9:15 第１回非常災害対策本部開催

（１月25日までに計15回開催）
２月１日 第１回復旧・復興支援本部開催

（８月26日までに計９回開催）

発災直後～
（初動対応）

１月21日 坂本農林水産大臣がヘリコプターによる現地
調査、石川県知事との意見交換

２月４日 坂本農林水産大臣が現地視察（以降４月13日、
7月31日、８月１日に輪島港、蛸島漁港等視察）

１月31日～２月７日 漁業調査船「北光丸」を派遣
（能登半島、舳倉島周辺で漁港・漁場の調査）

２月６日 「漁業地域復旧・復興対策緊急調査」委託契約
（２月９日から被災市町の現地調査開始）

２月１日 鵜飼漁港海岸の国代行工事決定
２月８日 狼煙漁港の国代行工事決定
３月25日 石川県が第１回港の復興協議会開催

（8月30日に復興方針決定）
５月16日 水産庁が技術検討委員会開催（７月までに復旧・

復興の技術的な方法等を取りまとめ石川県に提供)

１月８日 激甚災害指定の事前公表
１月11日 激甚災害（本激）指定政令閣議

決定
１月19日 非常災害の指定政令閣議決定

１月14日 総理現地視察
（以降２月24日､７月１日に視察）

１月25日 政府支援パッケージ決定・公表

１月26日 政府支援パッケージに基づく予
備費使用決定
（以降３月１日、４月23日、
６月28日、９月10日に決定）

支援対策

○ 震災発生後、速やかに災害対策本部が設置され、総理が本部⾧の非常災害対策本部を１月中に15回開催。
○ 震災後、7日後に激甚災害指定の事前公表、18日後に非常災害の指定、約３週間で政府支援パッケージを決定するなど政府
全体で迅速に対応（熊本地震では、非常災害の指定及び政府支援パッケージ決定は、発災後約1か月後）。
16:10 石川県志賀
町、輪島市で震度７
の地震発生
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２．②初動対応について（MAFF-SAT、人的支援）

○ １月５日に水産庁から石川県へMAFF-SAT２名派遣（以降５月31日までに169人・日を派遣）。
○ １月14日から、15都道県及び関係団体の職員や災害ボランティアが、MAFF-SATと連携し、被災状況の把握調査を支援。
○ １月31日から、漁業調査船「北光丸」を派遣し、能登半島、舳倉島周辺で漁港・漁場の調査を実施。
○ 大日本水産会、ＪＦ全漁連が、職員派遣、支援物資提供、義援金贈呈などの被災地支援を実施。

協力・支援の内容団体名
・北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、千葉県、東京都、福井県、静岡県、愛知県、三
重県、福岡県、熊本県、⾧崎県、鹿児島県及び関係団体の職員が、MAFF-SATと連携し、
漁港施設の被災状況の把握調査を支援

（１月14日～３月30日:延べ703人・日）

15都道県及び（一
社）水産土木建設
技術センター

・能登町、穴水町、輪島市、七尾市の漁業集落排水施設を点検
・志賀町、輪島市、珠洲市の漁港の被災状況を調査
（１月18日～2月６日:延べ26人・日）

（一財）漁港漁場
漁村総合研究所

・被災地の救助活動や救援物資の提供・搬送、応急復旧作業を実施（本部、石川県支部）（一社）全日本漁
港建設協会

・市町管理漁港の被災状況調査支援、査定申請の事前相談等を実施。
（１月10日～４月９日:延べ11人・日）

漁村災害対策ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ（（公社）全
国漁港漁場協会）

・漁業調査船「北光丸」を能登半島及び舳倉島周辺に派遣して、ドローンによる漁港・漁場の調査
並びに海洋環境及び魚礁の緊急調査を実施

（１月31日～２月７日）

（独）水産研究・
教育機構

・支援物資提供（とりまとめ）
・４月１日 職員派遣による被災地支援を開始（石川県漁協へ職員派遣）
・２４日～２６日 被災状況視察、意見交換、支援募金贈呈

大日本水産会

・支援物資提供
・３月６日 JＦグループ支援募金贈呈

ＪＦ全漁連

MAFF-SATによる
被災状況調査

【地方公共団体、関係団体等による被災地支援】
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○ 漁業取締船を活用し、地元漁業者の協力を得て、珠洲市蛸島漁港に支援物資を輸送
・１月 ７日到着 漁業取締船「はやと」
・１月11日到着 漁業取締船「おおくに」
・１月13日到着 漁業取締船「白萩丸」
・１月14日到着 漁業取締船「白嶺丸」及び「おおくに」

【第２回】（支援物資）
（全国漁業協同組合連合会
提供）カイロ、水、清涼飲料
等、缶詰

【第１回】（支援物資）
（農政局備蓄品）
水、アルファ米、備蓄用梅干
（民間提供品）
水、カップめん、生理用品、
カイロ

【第３回】（支援物資）
（日本遠洋旋網漁業協同組合）缶詰
（兵庫県漁業協同組合連合会）
⾧靴､合羽､手袋､マスク､ブルーシート､ガスボン
ベ､カイロ､ガスコンロ等､ウォータータンク､スマホ充
電器等､ソーラー充電ラジオ等､簡易湯沸セット、
電池
（北陸農政局備蓄品）アルファ米､梅干､水
（九州漁業調整事務所備蓄品）
消毒用アルコール、マスク

【第４回】（支援物資）
（全国漁業協同組合連合会）
水、清涼飲料、カイロ、缶詰
（グリーンコープ生活協同組合連合会）
サバ缶
（極洋､ニッスイ､ニチレイ､マルハニチロ） サバ缶
等､ 魚肉ソーセージ､ レトルトカレー
（一般社団法人大日本水産会）
トイレットペーパー、おむつ等

２．②初動対応について（漁業取締船を活用した物資支援）
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３．水産業関係 復旧・復興支援の取組



令和6年1月25日
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 通常の被災箇所においては、これまでの方法で復旧を実施。
 地盤隆起等甚大な被災を受けた漁港については、「①短期的な生業再開のための仮復旧」と「②中⾧期的な機能向上
のための本復旧」の２つのフェーズに分けて復旧。

 復旧に合わせて、「海業振興など新しい漁業地域の姿に繋げるための復興」を検討

３．① 漁港の復旧・復興の基本的な考え方

通常の被災

物揚場の段差（富来漁港）

仮復旧（応急）の実施
-砂利や鉄板
を敷く等に
より段差を
解消

仮復旧の実施

-暫定的に出
漁可能な航
路の開削

浚渫

航路

例２：航路開削

-応急的な仮
桟橋の設置
-防波堤を活
用した仮係
留施設及び
浚渫

仮係留施設

浚渫

例１：仮係留施設

被
害
状
況
の
把
握

［
現
地
調
査
、
聞
き
取
り
等
に
よ
る
調
査
］

※石川県：約40漁港

地盤隆起等
甚大な被災

地盤隆起（鹿磯漁港）

※石川県：約20漁港

地盤隆起被害が確認されている
漁港の位置図（R6.1.16時点）

主な隆起箇所

※ 地域の実情を踏まえ、漁港管
理者（県、市町）が判断

仮復旧及び本復旧の
場所・工法を選定

〇 暫定条件の設定
• 漁港の利用可能場所
• 利用可能な漁船隻数特定

〇 各漁港の役割、重
要性を考慮

〇 漁業者の意向把握

復旧復興方針検討

本復旧の実施
-同じ場所で
同じ形に戻
す

①フェーズ１（仮復旧） ②フェーズ２（本復旧＋復興）

本復旧の実施

例１：浚渫する

例２：沖出しする

例３：別の場所につくる

浚渫

航路

泊地

-水深を確保
するため斜
路を延⾧・
設置

例３：斜路延伸

斜路

船揚場

創造的復興

-同じ場所で
水深を確保
-係留施設を
低天端化

-水深を確保
できる場所
に沖出し

-水深を確保
できる位置
に新設（移
動）

〇 創造的復興の検討
・能登の里海資源を活かし
た海業振興
・使いやすい施設への改善
・防災機能の強化

〇 創造的復興の検討
・能登の里海資源を活かし
た海業振興
・使いやすい施設への改善
・防災機能の強化

ポ
イ
ン
ト
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現
地
調
査

復
旧
計
画

施
設
設
計

復旧工事の実施
（仕様書作成、積算、工事監督など）

災
害
発
生

災
害
査
定

（
水
産
庁
）（

狼
煙
漁
港
）

直
轄
代
行

国が復旧工事を実施

（直轄代行工事）

（
狼
煙
漁
港
以
外
）

直
轄
代
行
以
外

県・市町村が復旧工事を実施

東日本大震災の知見を活かし、国は人的、技
術的に支援し、実質的に直轄代行に相当する
支援を実施

（体制整備）

今
回
災
害
の
特
例
的
対
応

の
場
合

通
常
災
害

の
場
合

県・市町

県・市町村 県・市町村

国が被害実態緊急調査を実施する
とともに、地盤隆起を考慮した復旧・
復興対策の立案等の技術的支援

県

（ポイント）
地盤隆起災害に係る知見が少なく、石川県や市町は人員も限られているため、
 水産庁自ら行う水産基盤の被害実態の緊急調査や地盤隆起を考慮した復旧・復興対策の立案、他の都道府県、
国の機関、関係団体の協力を得た人的支援等の体制整備によって、 石川県及び関係市町を支援。

 地盤隆起を伴う漁港のうち避難港として早急な対応が必要な漁港について、直轄代行の制度を活用。

国が被害実態緊急調査を実施する
とともに、地盤隆起を考慮した復旧・
復興対策の立案等の技術的支援

人的支援:水産庁が働きかけ、他の都道府県、国
の機関、関係団体から石川県、市町への技術者の
派遣
技術的支援:仕様書作成、積算、工事監督等業
務への支援

３．② 令和６年能登半島地震における漁港復旧に向けた国の積極的支援
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被害把握 本復旧・復興

 測量等による漁港の被害
状況把握の支援

 現地踏査による漁業集
落の被害状況把握の支
援

 仮復旧方針立案の支援
 仮復旧工事の計画・設計の支援

 本復旧・復興のための
方針・計画の立案の支援

 本復旧工事及び復興
事業の計画・設計の支援

 漁港施設・海岸保全施設
等設計条件見直しの支援

仮復旧

＜支援の流れと内容＞

水中測量状況

音波測深機

地盤隆起により重篤な被害が確認されている地
域を中心に、早期に漁業を再開するための仮復
旧方針の立案を支援

防波堤基礎のむき出し状況

漁港内の干上がり状況

津波による漁港施設、漁船及
び背後集落等の被災状況

ドローン測量状況

ドローン

復旧方針の検討

漁業地域復旧・復興対策緊急調査事業では、漁業地域の復旧・復興の迅速かつ実効的な
実施に向け、「被害把握」、「復旧方針の検討」、「仮復旧」、「本復旧・復興」に至る
一連のフェーズにおいて漁港管理者や関係市町村等を支援

（本復旧の例）
航路と泊地の浚渫

地盤隆起泊地
干上がり

浚渫

航路

泊地

３．③ 漁業地域復旧・復興対策緊急調査事業の支援
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被害調査
当調査
支援対象

管理被災
漁港数

漁港
管理者

復旧復興の工
事スケジュー
ルの検討

詳細調査（図面作成等）概略調査
（現場踏査等） 分析/結果提供現地調査

121313131313七尾市

8
町が独自に実施しており、適宜サポートして
いきます。999穴水町

999999能登町

333555珠洲市

101010101010輪島市

6
町が独自に実施しており、適宜サポートして
いきます。666志賀町

71※
（狼煙漁港）

1※
（狼煙漁港）

1※
（狼煙漁港）

1※
（狼煙漁港）

7石川県

000001その他

553636535360合 計

※県管理漁港のうち、直轄代行の狼煙漁港を除いた６漁港は、県が独自に調査等を実施し、国が必要に応じてサポート。

石川県能登半島の被災漁港における水産庁調査の実施状況３．③
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赤神・剱地・鵜入・光浦・黒島の５漁港の仮復旧案・選択肢を提示し、応急工事に向け漁港管理者と協議中

【検討状況】
■赤神漁港・剱地漁港
※施工期間の短縮のため、水陸両用バックホウにより表層の砂層を浚渫する
方針で検討中。

■光浦漁港・剱地漁港
※土砂崩れにより、大型車両による重機搬入が困難なため、海上施工を視

野に施工方法を検討中。
・被害状況調査は、被災が甚大で調査が困難な漁港を除き完了。

通常の被害の漁港

【応急工事の方針】
今期の夏場の採介藻漁業の漁期に船外機船による操業再開を目指す。
工事の内容は、利用漁船がほぼ船外機船であることから、船揚場斜路の延
伸および泊地・航路の浚渫を主とする。

仮復旧イメージ平面図

既設船揚げ場の先端を延伸し、必要最小限の航路
を浚渫する。

【実施方針】
・現地調査により、水域・陸域の被害状況を把握するための測量等を実施
・被災状況を平面コンター及び断面図にて整理し、市町へ提供
・復旧が必要な施設については、復旧断面や工事費を検討。

【検討状況】
・順次、復旧断面を検討し市町へ提出。
・調査結果を受け、市町が災害査定に
向け作業を進めている。

甚大な被害が生じた漁港

調査結果の提供状況３．③
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事例③＿七ツ島地区増殖場造成事業
・海藻が繁茂している
・施設（捨石マウンド）を確認

● 調査対象となる漁場の施設

＜調査内容＞
能登半島沿岸の増殖場（８０施設程度）及びその周辺漁場の状況
等の把握

ナローマルチビーム

測深(500m×3)

水中ビデオ

撮影(中央)

施設(100m×100m)

＜調査方法＞
・ 深浅測量、水中ビデオ撮影
（イメージは右図の通り）

事例①＿珠洲市増殖場造成事業

・施設の変状や移動は確認されない
・周辺の底質は砂質で、津波堆積物
の影響は確認されない
・周辺にはアマモが分布している

＜調査結果＞
事例②＿舳倉島地区増殖場造成事業
・海藻が繁茂しており、施設のうち、
ブロックの確認できず

＜調査結果の活用＞
・ 調査結果については、石川県、関係市町及び県漁協に適宜、
情報共有

・ 当該結果を踏まえつつ、令和７年度から令和８年度にかけて、
石川県では藻場の調査等を行い、藻場ビジョンの改訂等を検討

増殖場造成一覧図（令和３年３月「石川県農林水産部水産課」から作図）
背景：海図W120、W1169

石川県能登半島の漁場における水産庁調査の実施状況３．③
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３．④ 国代行による災害復旧（大規模災害復興法に基づく代行工事）

災害名
政府の

対応

発災日

閣議決定日
代行の事例（代行者）

県道熊本高森線ほか３路線（国土交通大臣）

有明海沿岸飽託海岸ほか６か所（農林水産大臣）

村道喜多～垂玉線ほか２か所（熊本県知事）

国道349号ほか5路線（国土交通大臣）

阿武隈川水系内川ほか３河川（国土交通大臣）

令和2年7月豪雨
非対

本部

R2.7.  3

R2.7.31
村道神瀬大岩線他３路線（熊本県知事）

第４種狼煙漁港（狼煙地区）（農林水産大臣）

鵜飼漁港海岸（農林水産大臣）
令和6年能登半島地震

非対

本部

R6.1. 1

R6.1.19

平成28年熊本地震
非対

本部

H28.4.14

H28.5.10

東日本台風（令和元年台風第19号）
非対

本部

R1.10.10

R1.10.29
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代行工事の動き

代行工事の決定２月８日

地元説明（代行実施について）２月２０日

現地調査開始２月２７日

予備費閣議決定３月１日

地元説明（調査結果について）３月１２日

浚渫工事開始５月２０日

避難機能一部回復９月中旬

浚渫工事継続と岸壁等工事を準備中現 在 20

国土地理院地図

狼煙漁港（狼煙地区）

○ 県内外の漁船が避難港としても利用する狼煙（のろし）漁港（第４種漁港）は、令和６年能登半島地震により、漁港

全体の地盤隆起を含む多くの漁港施設が被災。

○ 大規模災害復興法に基づき、石川県知事からの要請を受け、国が災害復旧事業の代行工事を実施（２/８決定）。

○ 泊地の浚渫により水深を確保し、９月には避難機能を一部回復。引き続き、水深確保のための浚渫工事を実施すると

ともに、岸壁等工事を準備中。

狼煙漁港（狼煙地区）

狼煙漁港（狼煙地区）の代行工事について

泊地の水深不足

岸壁 給氷施設前

船揚場

岸壁

管理者:石川県
港種:第４種漁港
利用漁船数:104隻（R2）
主要漁業:いか釣り・刺網
主要魚種:いか類、ぶり類等

岸壁

３．④
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21

鵜飼漁港海岸の代行工事について

○鵜飼（うかい）漁港海岸は、令和６年能登半島地震による護岸の倒壊など、海岸保全施設が被災。

○大規模災害復興法に基づき、珠洲市長からの要請を受け、国が災害復旧事業の代行工事を実施（２/１決定）。

○２月末からドローン等を利用した調査を開始し、水中部を含めた被災状況の詳細を把握。今後は珠洲市の復興まちづくりと

も連携し、復旧を進める。現在は、工事の実施に向けた調査・設計の手続きを実施中であり、10月頃から調査を開始予定。

鵜飼漁港海岸

国土地理院地図

管理者：珠洲市長
海岸延長：１,６８６ｍ
主要施設：護岸、人工リーフ、

消波堤

代行工事の動き

ＭＡＦＦ－ＳＡＴによる現地確認１月下旬

珠洲市⾧から代行工事の要請１月３０日

代行工事の決定２月１日

現地調査準備２月下旬

現地調査開始２月２９日

調査結果とりまとめ・復旧方針の検討３月中旬～

工事の実施に向けた調査等の手続き現在

現地調査開始１０月頃（予定） 鵜飼漁港海岸（見附地区） （谷崎地区）

見附島

鵜飼漁港

護岸倒壊

護岸倒壊

護岸ひび割れ・沈下護岸沈下 護岸破損

海岸保全区域

海岸保全区域

護岸破損

３．④
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３．⑤ 能登半島地震対策の実施に係る体制の強化

○能登半島地震対策の着実な推進を図るため、
水産庁本庁にて直轄代行による工事発注、監督、検査等を実施するための専属要員の配置
水産業の復旧・復興に向けた支援施策を漁業者等に直接説明するとともに、漁業現場の状況を直接把握するための
現地拠点の設置

全国の都道府県等による技術職員派遣により、以下の支援等を実施
・被災状況調査の実施、とりまとめ
・災害復旧事業の実施に向けた査定設計書の作成、工事発注・監督の実施 等

○この他、水産庁において能登半島地域の復旧・復興に向け、所要の定員要求を実施。

都道府県等技術職員による災害状況調査の実施（鵜飼漁港物揚
場（左）、臨港道路（右））（R6.1.23）

都道府県等技術職員の派遣実績（R6.8.1現在）

 発災後から２８の都道府県等から104名、延べ
2,832人日の漁港技術者が派遣

 現在も、14の都道府県等から20名の漁港技術者
が被災地自治体に派遣

水産庁直轄代行チームの設置（R6.4.1）

工事検討の様子 立会検査

水産庁能登半島地震対策本部石川県事務所の設置（R6.3.22)

都道府県等技術職員による支援（R6.1～）
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＜対策のポイント＞

被災した漁場の機能・生産力の再生・回復を図るため、漁業者等が行う漁場の状況を把握するための調査、
漂流・堆積物の除去や漁場環境の改善の取組の活動等に対して支援

＜事業の流れ＞

＜石川県における活用状況（ R 6 . 9 時点 ）＞

○ 輪島市、七尾市等において、本事業による活動が２月から
実施されている。

輪島市

志賀町七尾市
漂流・堆積物の回収

漁船で回収した木材ガレキ等の
陸揚げ状況

海女漁業者によるさざえ等の
状況調査

漁場環境調査（海
中）

隆起部分における海藻枯死
状況の確認

漁場環境調査（陸上）

漁場環境調査（水深測
定）

福浦港における水深測定

漁場の再生・回復のために
どの区域で、どんな活動をするか

漂流物の除去

藻場等の潜水調査

堆積物の除去

藻場等の漁船による海中調査

地域協議会
（漁協等）等

活動組織

定額
国

＜事業の内容＞

○ 漁業者等が行う海底地形や藻場等の環境変化に係る状
況把握等調査、漂流・堆積物の除去、緊急的に実施する悪
化した漁場環境の復旧・回復に資する活動等を支援

＜事業のイメージ＞

３．⑥ 漁業者による漁場環境調査等の取組支援 （漁場復旧対策支援事業）

定額
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４．漁港の復旧復興に向けて
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４．① 漁港の復旧・復興計画の検討体制

全体方針 個別計画

県
・
漁港

管理者

水産庁

漁港の復旧・復興の方針の策定

※ 漁港管理者が個別漁港の復旧・復興計画
を検討する上での基本的な考え方や選択肢
等を提示

【実施主体】
国（水産庁）
「令和６年能登半島地震漁業地域復旧・復興技術検討会」

① 地盤隆起等による被害を受けた漁港の
復旧・復興の技術的問題、典型的な
方法・手順等の検討、提示

※ 技術検討会の成果は、適宜、石川県
の復興協議会等へ提供

個別漁港の
① 復旧・復興の方針、計画の検討

・策定
② 仮復旧工事、本復旧工事の実施

【実施主体】
漁港管理者
（石川県、関係市町）

② 個別の漁港の
復旧・復興計画
へのアドバイス

アド
バイス

【実施主体】
石川県
「能登地域の水産業に係る港の復興
に向けた協議会」及び同分科会

方針
提示

水産庁直轄調査

・漁港の被害状況把握

・仮復旧工事の方針・
計画・設計

・本復旧・復興の方針
・計画・設計

・災害査定に必要な
資料作成

など

支援

（県・市町）

方法・手順
等提示

※ 漁港管理者が関係漁業者等
との調整を行った上で決定
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石川県は、令和６年能登半島地震によって被災した能登地域の水産業に関係する港の復興に向
け、「能登の水産関係港の復興に向けた協議会（略称：復興協議会）」を設置し、能登の創造的
復興に向けた「復興方針」の策定し、その実現を目指す。

【目的】
地盤隆起の影響の大小で地域を大別し、復

旧を急ぐ短期的な視点と能登の水産業の課題
への対応や地域振興の観点も加味した中長期
的な視点の双方を見据えた復旧・復興方法を
関係者で協議・検討する。

【対象地域】
能登６市町（輪島市、珠洲市、能登町、穴水
町、七尾市、志賀町）

【協議会構成員】

・石川県漁業協同組合長
うめだ

・金沢大学 楳田教授
・研究機関（国土技術政策総合研究所、水産研

究・教育機構）、
・市町（七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、

穴水町、能登町）、
・国（水産庁、国土交通省）
・県（農林水産部、土木部）

【開催状況】第1回(3月25日)、第2回(7月10日）
第3回(8月30日)

地盤隆起が著しく原形復旧では到底対応できない、相当な時間を

要することが予想される地域

対象地域…輪島市及び珠洲市
対 象 港…剱地漁港～寺家漁港の１７港

漁港：剱地、赤神、黒島、鹿磯、深見、皆月、大沢、鵜入、
光浦、名舟、曽々木、真浦、長橋、狼煙、寺家、舳倉

港湾：輪島

地盤隆起の影響が少なく従来の災害復旧方法である原形復旧を
基本に早急な復旧を図る地域

対象地域…珠洲市、能登町、穴水町、七尾市、
志賀町

対 象 港…小泊漁港～東浜漁港の５１港

漁港：小泊、蛸島、鵜飼、松波、比那、白丸、高倉、小浦、
藤波、波並、矢波、七見、鵜川、古君、宇加川、前波、
沖波、甲、曾良、鹿波、岩車、新崎、中島、三ヶ浦、
曲、向田、祖母ケ浦、鰀目、野崎、石崎、三室、鵜浦、
百海、庵、下佐々波、東浜、赤崎、富来、領家、七海、
赤住、安部屋、高浜

港湾：飯田、小木、宇出津、穴水、半ノ浦、和倉、七尾、福浦

能登の水産関係港の復興に向けた協議会 「地盤隆起による港の機能不全地域」分科会

「漁港施設・設備の被害地域」分科会

【分科会の開催状況】
第1回（5月8日）、第2回（5月29日）、第3回(6月19日)

能登の水産関係港の復興に向けた協議会・分科会 （石川県）４．①
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○ 水産庁は、復旧工事の経験がほとんどない地盤隆起等による被害を受けた漁港の復旧・
復興の技術的問題、方法、手順等について検討することを目的として、有識者で構成す
る技術検討会を設置

○ 検討会では、「漁港施設の被害状況」、「被災パターンの分析」、「被災パターンに応
じた復旧方針・方法の考え方と留意点」など漁港の復旧・復興の考え方について３回の
検討会を経てとりまとめ

○ 検討会の成果は、石川県の能登地域の水産業に係る港の復興に向けた協議会及びその下
に設置されている分科会へ提供。また、本検討会では個別の漁港の復旧・復興計画につ
いてもアドバイス。

（委員）
東京海洋大学 岡安 章夫 副学長 （委員長）

早稲田大学 清宮 理 名誉教授

金沢大学 小林 俊一 准教授

東京海洋大学 婁 小波 副学長

中央大学研究開発機構 片石 温美 教授（客員）

(一社)漁港漁場新技術 山下 徹 防災専門部会座長研究会

（関係機関・事務局）
(国研)水産研究・教育機構水産技術研究所、(公社)全国漁港漁場協会、

(一社)全日本漁港建設協会、石川県、志賀町、珠洲市、能登町、輪島市、

石川県漁業協同組合、水産庁、(一社)漁港漁場新技術研究会、

(一財)漁港漁場漁村総合研究所

令和６年能登半島地震漁業地域復旧・復興技術検討会 （水産庁）４．①
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水産庁技術検討会のとりまとめ成果 （抜粋）

1. 復旧・復興にあたっての重要な視点

2. 被災パターンに応じた漁港の復旧方法の選択肢及びその評価
の考え方

3. 隆起した漁港における典型的な復旧工法と施工方法

4. 復旧・復興の計画から工事に至るまでの手順と留意点

４．② 水産庁技術検討会の結果のとりまとめ
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２．４．②
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３．４．②
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３．４．②
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４．４．②
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５．予算措置状況（漁港・漁場・漁村関係）



５．予算措置状況 （漁港・漁場・漁村関係）

9億円
漁場等の機能回復に必要な経費
【漁場復旧対策支援事業】

令和6年1月26日
閣議決定

3.9億円
水産業共同利用施設の整備に必要な経費
【水産業共同利用施設緊急復旧整備事業】

13.3億円
水産基盤整備事業調査に必要な経費
【水産基盤整備事業】

2.0億円
漁場等の機能回復に必要な経費
【漁場復旧対策支援事業】

令和6年3月1日
閣議決定

18.9億円
水産物供給基盤整備事業に必要な経費
【水産基盤整備事業】

6.2億円
漁港施設災害復旧事業等に必要な経費
【災害復旧事業等】

17.8億円
漁場等の機能回復に必要な経費
【漁場復旧対策支援事業】

令和6年4月23日
閣議決定

14.3億円
水産業共同利用施設の整備に必要な経費
【水産業共同利用施設緊急復旧整備事業】

53.2億円
漁港施設災害復旧事業等に必要な経費
【災害復旧事業等】

令和6年6月28日
閣議決定

3.6億円
水産物供給基盤整備事業に必要な経費
【水産基盤整備事業】

令和6年9月10日
閣議決定

20.9億円
漁港施設災害復旧事業等に必要な経費
【災害復旧事業等】

163.1億円合 計 38



６．能登半島地震を踏まえた今後の対応
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石川県が策定する復興方針（現時点では骨子まで決定）を踏まえつつ、石川県圏域
総合水産基盤整備事業計画において位置づけられた機能分担等についても考慮の上、
復旧・復興の取組を加速化する。

復 旧 復 興

○被災状況に応じた段階的な復旧 R5-6予備費
80億円

地盤隆起等甚大な被災

通常の被災

浚渫

航路

地盤隆起等の被災 短期的な生業再開の
ための仮復旧

本復旧の実施

仮復旧の一例（イメー

ジ）

本復旧の一例（イメー

ジ）

亀裂、段差等の被
災

応急復旧の実施 本復旧（原形復
旧）の実施

○漁場の機能・生産力の再生・回復 R5-6予備費
29億円

○災害復旧と連携した機能強化対策

R5-6予備費 22億円
R7概算要求 867億円の内数

漁港施設の強靱化対策

漁業就労環境の改善対策

持続的な漁業活動を
確保するため、岸壁等
の原形復旧にあわせて
地盤改良や拡幅等を
実施

陸揚げ作業の軽減等、
安全安心な就労環境
を確保するため、浮桟
橋等を整備

漂流・堆積物の除去 座礁漁船の移動

６．能登半島地震を踏まえた今後の対応
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能登半島地震での発生事象と対応・気づき 今後の検討課題

隆起による被害

水産地域の脆弱性

地域の持続性の確保

・防波堤や岸壁に加え隆起で水域も被災
・製氷・貯氷・冷蔵・冷凍・給油施設が被災
・海底の隆起等で漁場環境が悪化
→暫定的な処理（オペレーション）が必要
・海底における地形・環境の変化、漂砂、泥
による漁港・漁場への影響

機能集約・施設規模適正化
・県漁協の共同利用施設再編集約による復旧の考え方
・漁港施設の災害復旧（原形復旧）の考え方 に違い。

・隆起により、海からのアクセスができなかった。
・半島特有の交通の遮断により漁業地域・漁村の孤立化。
（これまで外浦には防災拠点漁港がなかった）

情報公開の在り方

人的体制

【漁港】漁業の再開のためには一連の機能確保が必要
・漁港復旧:仮復旧・本復旧の二つのフェーズによる対応
・漁港施設:施設の耐震化、耐津波化等
・共同利用施設:水・氷・油の暫定的確保、強化
・漁船確保:海底隆起で干上がった漁船の移動・確保
ハード整備・ソフト対策両面からの対応が必要
（BCP等の事前対策が有効）
→漁港施設・共同利用施設両者の整合性を図り、利用実態、
将来利用予測に応じた集約・再編の合意形成が必要
【漁村】上下水道等における関係省庁との連携が必要
【漁場】水産業の再開のためには、漁業者の協力等を踏まえ

て漁場の調査、環境の保全が必要

防災力の強化
【漁港施設】耐震・耐津波対応の推進
【漁港】 防災拠点漁港の整備
【水産地域】多様なアクセス手段（道路・海上輸送等）の

確保（内閣防災・国交省との連携）

海業
・地域にあった海業の展開が必要

情報共有
【漁業者】施設の仮利用・復旧時期
【建設業界】事業の発注時期・種類・規模
いつ、どんな情報を誰に提供すべきであったか検証が必要

人材派遣
・OB等の活用も含め、安定的な人材派遣の確保について
検討が必要

・必要なところに必要な情報が伝わっていたか
（情報の公開・提供が不十分だったのでは）

・被災地に限らず、全国的に漁港関係技術者が不足する中、
応援派遣等による迅速な復旧体制の構築が困難

・地域振興が必要な地域の存在（狼煙漁港）
・漁業者の減少等で空いた用地の存在

関連性の強さ故、
全ての機能が確
保されないと再開
できない

※これらを念頭に今後、検証を進め、今後に繋げていく必要

・集落において、上水の利用が確保されても下水・集落排水等
の復旧が遅れ、利用できなかった。

生活インフラ

漁業の再開、生活再建のための早期復旧
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ご清聴ありがとうございました

42
水産庁技術検討会現地調査（黒島漁港）の様子 42


